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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第16期

第２四半期累計期間
第15期

会計期間
自平成27年８月１日
至平成28年１月31日

自平成26年８月１日
至平成27年７月31日

売上高 （千円） 721,571 1,094,577

経常利益 （千円） 130,216 164,914

四半期（当期）純利益 （千円） 83,405 55,164

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － －

資本金 （千円） 74,170 74,170

発行済株式総数 （株） 2,466,000 24,660

純資産額 （千円） 611,007 527,602

総資産額 （千円） 804,938 721,379

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 36.55 24.36

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － －

１株当たり配当額 （円） － －

自己資本比率 （％） 75.9 73.1

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） 62,804 185,296

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △50,253 △116,790

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △8,584 △7,460

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（千円） 363,419 359,843

 

回次
第16期

第２四半期会計期間

会計期間
自平成27年11月１日
至平成28年１月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 1.48

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するものの、当社の株式は平成28

年１月31日現在において非上場であるため、期中平均株価が把握できませんので、記載しておりません。

４．当社は、第15期第２四半期累計期間については四半期財務諸表を作成していないため、第15期第２四半期累

計期間に係る主要な経営指標等の推移については記載しておりません。

５．持分法を適用した場合の投資利益については、子会社１社（Hatena Inc.)を有しておりますが、持分法非適

用の非連結会社のため、記載しておりません。

６．平成27年11月26日開催の取締役会決議により、平成27年12月11日付で普通株式１株につき100株の株式分割

を行っておりますが、前事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり四半期（当期）純

利益金額を算定しております。
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２【事業の内容】

　当第２四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、主要な関係会

社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または平成28年１月21日提出の有価証券届出書に

記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社はてな(E32141)

四半期報告書

 4/18



３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において、当社が判断したものであります。なお、当社

は、前第２四半期累計期間については、四半期財務諸表を作成していないため、前年同四半期累計期間との比較分析

は行っておりません。

 

(1）業績の状況

　当第２四半期累計期間における我が国経済は、内閣府の平成28年１月の月例経済報告によると、景気について、

「一部に弱さもみられるが緩やかな回復基調が続いている。」とされております。雇用・所得環境の改善傾向が続く

なかで、各種政策の効果もあって、緩やかに回復していくことが期待されておりますが、アメリカの金融政策が正常

化に向かうなか、中国経済をはじめとした海外景気の下振れといった我が国の景気を下押しするリスクに留意する必

要があるなど予断を許さない状況です。

　当社がUGCサービス事業（注）を展開するインターネット関連業界におきましては、「平成27年版 情報通信白書」

（総務省）によりますと、平成26年末のスマートフォン世帯普及率は64.2％（前年比1.6％増）と普及が進んでお

り、今後もスマートフォン市場は更に拡大していくものと予測されます。

　このような事業環境のもと、当社におきましては、コンテンツマーケティングサービス、コンテンツプラット

フォームサービス、テクノロジーソリューションサービスに一層の注力を行い、事業展開いたしました。

　コンテンツマーケティングサービスでは、当該サービスに係る広告売上が増加したほか、「はてなブログMedia」

サービス売上が堅調に推移いたしました。

　コンテンツプラットフォームサービスでは、当該サービスに係るアフィリエイト広告売上や課金売上が堅調に推移

いたしました。

　テクノロジーソリューションサービスでは、受託サービスについて既存取引先向け開発・運営サービスの他、新規

に獲得した開発案件の先行公開を予定通り開始させることができ、取引先拡大を着実に進めることができました。ま

たクラウド支援サービス「Mackerel」の新規取引先獲得が堅調に推移し、更なる成長に向けて事業基盤を整備しつつ

あります。

　以上の結果、当第２四半期累計期間の売上高は721,571千円、営業利益は139,567千円、経常利益は130,216千円、

四半期純利益は83,405千円となりました。

　なお、当社はUGCサービス事業の単一セグメントであるため、セグメントごとの記載はしておりません。
 

　　（注）User Generated Contentの略。インターネット上で利用者自身がテキストや画像、映像などのコンテンツを

発信することができる場を提供するサービス。

 

(2) 財政状態の分析

（資産）

　当第２四半期会計期間末における総資産の残高は、前事業年度末に比べて83,558千円増加し、804,938千円となり

ました。この主な要因は、売掛金が27,717千円増加したことなどによるものであります。

 

（負債）

　当第２四半期会計期間末における負債の残高は、前事業年度末に比べて153千円増加し、193,930千円となりまし

た。この主な要因は、未払法人税等が21,024千円増加したことなどによるものであります。

 

（純資産）

　当第２四半期会計期間末における純資産の残高は、前事業年度末に比べて83,405千円増加し、611,007千円となり

ました。この主な要因は、四半期純利益83,405千円の計上に伴い、利益剰余金の金額が83,405千円増加したことによ

るものであります。
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(3) キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期会計期間末の現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は前事業年度末に比べ、3,575千円増

加し、363,419千円となりました。

　当第２四半期累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は以下のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果、獲得した資金は62,804千円となりました。これは主に、増加要因として税引前四半期純利益

129,479千円の計上などがあったこと、減少要因として法人税等の支払額33,957千円などがあったことによるもので

あります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果、使用した資金は50,253千円となりました。これは主に、減少要因として定期預金の預入による支

出30,000千円などがあったことによるものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果、使用した資金は8,584千円となりました。これは、減少要因として株式公開費用の支出8,584千円

があったことによるものであります。

 

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。

 

(5）研究開発活動

　該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 9,800,000

計 9,800,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成28年１月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年３月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 2,466,000 2,652,000
東京証券取引所

(マザーズ）

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式であ

ります。

単元株式数は100株

であります。

計 2,466,000 2,652,000 － －

　　（注）１．平成28年２月23日を払込期日として公募増資を行い、発行済株式総数は186,000株増加しております。

２．当社株式は平成28年２月24日付で東京証券取引所マザーズへ上場しております。

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

　平成27年11月１日～

　平成28年１月31日
－ 2,466,000 － 74,170 － 24,490

（注）平成28年２月23日を払込期日として公募増資を行い、発行済株式総数は186,000株増加して、2,652,000株となっ

ております。なお、資本金は68,448千円、資本準備金は68,448千円、その他資本剰余金は16,744千円増加し、そ

の残高は資本金142,618千円、資本準備金92,938千円、その他資本剰余金16,744千円となっております。
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（６）【大株主の状況】

  平成28年１月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％)

近藤　淳也 京都府京都市中京区 1,852 75.13

梅田　望夫 New York, NY, USA 120 4.87

栗栖　義臣 京都府京都市下京区 65 2.64

伊藤　直也 東京都港区 50 2.03

毛利　裕二 東京都品川区 50 2.03

田中　慎樹 東京都目黒区 28 1.14

川田　尚吾 東京都世田谷区 24 0.97

田中　慎司 東京都江東区 21 0.85

川崎　裕一 東京都目黒区 20 0.81

小林　直樹 東京都調布市 20 0.81

計 － 2,250 91.27

（注）上記のほか当社所有の自己株式184千株（7.46％）があります。

 

 

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成28年１月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　  184,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　 2,282,000 22,820

完全議決権株式であり、

株主としての権利内容に

何ら限定のない当社にお

ける標準となる株式であ

ります。

単元株式数は100株であり

ます。

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 　　　　　 2,466,000 － －

総株主の議決権 － 22,820 －
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②【自己株式等】

平成28年１月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

株式会社はてな
東京都港区南青山六丁目

５番55号
184,000 － 184,000 7.46

計 － 184,000 － 184,000 7.46

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

　なお、当四半期報告書は、第２四半期に係る最初に提出する四半期報告書であるため、前年同四半期との対比は

行っておりません。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間（平成27年11月１日から平成28

年１月31日まで）及び第２四半期累計期間（平成27年８月１日から平成28年１月31日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について

　「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第64号）第５条第２項によ

り、当社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業集

団の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいもの

として、四半期連結財務諸表は作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成27年７月31日)
当第２四半期会計期間
(平成28年１月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 369,843 393,419

売掛金 96,734 124,451

商品 247 327

仕掛品 40,254 43,595

貯蔵品 220 236

その他 29,449 35,628

貸倒引当金 △14 △84

流動資産合計 536,734 597,575

固定資産   

有形固定資産 66,546 74,521

無形固定資産 12,047 21,262

投資その他の資産 106,050 108,856

固定資産合計 184,644 204,640

繰延資産 － 2,722

資産合計 721,379 804,938

負債の部   

流動負債   

買掛金 2,455 712

未払金 34,809 46,520

未払費用 33,283 18,128

未払法人税等 33,957 54,982

未払消費税等 21,627 16,567

前受金 32,345 6,358

預り金 10,573 10,756

賞与引当金 － 16,902

受注損失引当金 1,433 －

資産除去債務 1,188 －

その他 － 253

流動負債合計 171,674 171,181

固定負債   

資産除去債務 22,102 22,748

固定負債合計 22,102 22,748

負債合計 193,777 193,930

純資産の部   

株主資本   

資本金 74,170 74,170

資本剰余金 24,490 24,490

利益剰余金 547,622 631,027

自己株式 △118,680 △118,680

株主資本合計 527,602 611,007

純資産合計 527,602 611,007

負債純資産合計 721,379 804,938
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（２）【四半期損益計算書】

【第２四半期累計期間】

 （単位：千円）

 
 当第２四半期累計期間
(自　平成27年８月１日
　至　平成28年１月31日)

売上高 721,571

売上原価 51,769

売上総利益 669,801

販売費及び一般管理費  

給料及び手当 196,754

賞与引当金繰入額 14,220

法定福利費 34,265

データセンター利用料 105,766

貸倒引当金繰入額 69

その他 179,157

販売費及び一般管理費合計 530,234

営業利益 139,567

営業外収益  

受取利息及び配当金 337

その他 181

営業外収益合計 519

営業外費用  

株式公開費用 8,584

株式交付費償却 77

為替差損 1,207

営業外費用合計 9,869

経常利益 130,216

特別利益  

固定資産売却益 46

特別利益合計 46

特別損失  

固定資産除却損 783

特別損失合計 783

税引前四半期純利益 129,479

法人税、住民税及び事業税 54,982

法人税等調整額 △8,907

法人税等合計 46,074

四半期純利益 83,405
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】

 （単位：千円）

 
 当第２四半期累計期間
(自　平成27年８月１日
　至　平成28年１月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税引前四半期純利益 129,479

減価償却費 19,057

株式交付費償却 77

貸倒引当金の増減額（△は減少） 69

賞与引当金の増減額（△は減少） 16,902

受注損失引当金の増減額（△は減少） △1,433

受取利息及び受取配当金 △337

株式公開費用 8,584

為替差損益（△は益） 391

固定資産売却損益（△は益） △46

固定資産除却損 783

売上債権の増減額（△は増加） △27,717

たな卸資産の増減額（△は増加） △3,421

仕入債務の増減額（△は減少） △1,742

未払金の増減額（△は減少） 3,986

未払費用の増減額（△は減少） △15,154

未払消費税等の増減額（△は減少） △5,018

前受金の増減額（△は減少） △25,987

預り金の増減額（△は減少） 182

その他 △2,231

小計 96,424

利息及び配当金の受取額 337

法人税等の支払額 △33,957

営業活動によるキャッシュ・フロー 62,804

投資活動によるキャッシュ・フロー  

有形固定資産の取得による支出 △16,801

有形固定資産の売却による収入 50

無形固定資産の取得による支出 △11,899

長期前払費用の取得による支出 △159

敷金及び保証金の差入による支出 △3,138

敷金及び保証金の回収による収入 3,023

資産除去債務の履行による支出 △621

保険積立金の積立による支出 △706

定期預金の預入による支出 △30,000

定期預金の払戻による収入 10,000

投資活動によるキャッシュ・フロー △50,253

財務活動によるキャッシュ・フロー  

株式公開費用の支出 △8,584

財務活動によるキャッシュ・フロー △8,584

現金及び現金同等物に係る換算差額 △391

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 3,575

現金及び現金同等物の期首残高 359,843

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 363,419
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【注記事項】

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

※現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のとおり

であります。

 
当第２四半期累計期間

（自　平成27年８月１日
至　平成28年１月31日）

現金及び預金勘定 393,419千円

預入期間が3ヶ月を超える定期預金 △30,000

現金及び現金同等物 363,419

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　当社は、UGCサービス事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第２四半期累計期間

（自　平成27年８月１日
至　平成28年１月31日）

１株当たり四半期純利益金額 36円55銭

（算定上の基礎）  

四半期純利益金額（千円） 83,405

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 83,405

普通株式の期中平均株式数（株） 2,282,000

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前事業年度末から重要な変動があったものの

概要

 

　　　　　　 －

　（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するものの、当社株式は平成28年

１月31日現在において非上場であるため、期中平均株価が把握できませんので、記載しておりません。

２．平成27年11月26日開催の取締役会決議により、平成27年12月11日付で普通株式１株につき100株の株式分割

を行っておりますが、当事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり四半期純利益金額

を算定しております。
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（重要な後発事象）

　　　（公募による新株式の発行）

　当社は、平成28年１月21日開催及び平成28年２月５日開催の当社取締役会において、公募による新株式の発行及

び自己株式の処分を決議し、平成28年２月23日に払込が完了しております。その概要は次のとおりであります。

①　募集方法：一般募集（ブックビルディング方式による募集）

②　発行する株式の種類及び数：普通株式　370,000株

③　発行価格：１株に付き　　　　　　　　   800円

④　発行価格の総額：　　　　　　   296,000,000円

⑤　引受価額：１株　　　　　　　   　　　　736円

⑥　引受価額の総額　　　　　　     272,320,000円

⑦　資本組入額：　　　　　　　　    68,448,000円

⑧　払込期日：　　　　　　　    平成28年２月23日

⑨　資金の使途

　　(1) ユーザーや読者満足度の高い機能開発を行うための開発人材に係る人件費及び採用費

　　(2) アクセス数増加によるデータセンター機能拡充に伴うサーバー増築費用

　　(3) 事業拡大に伴う東京本店と京都本社のオフィス拡張に伴う設備投資

　　(4) 認知度向上のための広告宣伝費

 

（第三者割当による新株式の発行　オーバーアロットメントの売出に係る発行）

　当社は、平成28年１月21日開催及び平成28年２月５日開催の当社取締役会において、ＳＭＢＣ日興証券株式会社

が行うオーバーアロットメントによる当社株式の売出し（貸株人から借り入れる当社普通株式113,200株の売出

し）に関連して、同社を割当先とする第三者割当増資による新株式の発行を次のとおり決議いたしました。

①　募集方法：一般募集（ブックビルディング方式による募集）

②　発行する株式の種類及び数：普通株式　113,200株

③　発行価格：１株に付き　　　　　　　     800円

④　発行価格の総額：　　　　　　　　 90,560,000円

⑤　引受価額：１株　　　　　　　　　　 　  736円

⑥　引受価額の総額　　　　　　　　　 83,315,200円

⑦　資本組入額：　　　　　　　　　 　41,657,600円

⑧　割当先：ＳＭＢＣ日興証券株式会社

⑨　払込期日：　　　　　　　　　 平成28年３月28日

⑩　資金の使途

 上記「公募による新株式の発行　⑨資金の使途」と同様であります。
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２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成28年３月14日

株式会社はてな

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 轟　　芳英　　　　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 羽津　隆弘　　　　　印

  
 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社は

てなの平成27年８月１日から平成28年７月31日までの第16期事業年度の第２四半期会計期間（平成27年11月１日から

平成28年１月31日まで）及び第２四半期累計期間（平成27年８月１日から平成28年１月31日まで）に係る四半期財務

諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期

レビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸

表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成

し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される

質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥

当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社はてなの平成28年１月31日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項

がすべての重要な点において認められなかった。

 

強調事項

　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成28年１月21日及び平成28年２月５日開催の取締役会におい

て、新株式の発行及び自己株式の処分を決議し、平成28年２月23日に払込が完了している。また、同取締役会におい

て、オーバーアロットメントによる株式の売出しに関連して、第三者割当増資による新株式の発行を決議している。

　当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

                                                                                           　　　　 以　上
 
 
 （注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。
２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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